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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第84期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しておりま

す。 

 ３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益について、第85期中は潜在株式は存在するものの１株当たり

中間純損失であるため記載しておりません。 

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(1)連結経営指標等             

売上高 (百万円) 47,411 49,830 49,516 98,784 102,054 

経常利益又は経常損失

（△） 
(百万円) 2,424 2,062 △14 5,326 5,114 

中間（当期）純利益又

は純損失（△） 
(百万円) 1,410 1,171 △371 3,311 2,646 

純資産額 (百万円) 38,521 44,573 45,211 43,674 46,010 

総資産額 (百万円) 101,977 106,674 106,494 108,012 111,972 

１株当たり純資産額 (円) 474.84 510.64 516.70 502.88 526.98 

１株当たり中間（当

期）純利益金額又は純

損失金額（△） 

(円) 17.38 13.49 △4.27 40.28 30.47 

潜在株式調整後１株当

たり中間（当期）純利

益 

(円) 15.63 13.23 － 37.03 29.90 

自己資本比率 (％) 37.8 41.6 42.1 40.4 40.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) 3,445 3,194 △1,095 7,416 9,564 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △2,960 △4,605 △2,623 △5,670 △5,567 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(百万円) △1,859 △684 565 △989 △2,471 

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高 
(百万円) 6,883 6,682 7,720 9,209 10,530 

従業員数 (名) 6,647 6,414 6,358 6,571 6,264 



（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．提出会社の経営指標等における「１株当たり純資産額」、「１株当たり中間（当期）純利益金額」及び「潜

在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額」については、中間連結財務諸表を作成しているため記載

を省略しております。 

回次 第83期中 第84期中 第85期中 第83期 第84期 

会計期間 

自平成17年 
４月１日 

至平成17年 
９月30日 

自平成18年 
４月１日 

至平成18年 
９月30日 

自平成19年 
４月１日 

至平成19年 
９月30日 

自平成17年 
４月１日 

至平成18年 
３月31日 

自平成18年 
４月１日 

至平成19年 
３月31日 

(2)提出会社の経営指標等           

売上高 (百万円) 42,140 44,915 45,906 85,991 91,582 

経常利益 (百万円) 1,014 1,285 304 2,352 3,266 

中間（当期）純利益 (百万円) 477 585 438 1,314 1,651 

資本金 (百万円) 13,617 14,773 14,773 14,773 14,773 

発行済株式総数 (株) 81,276,614 87,027,848 87,027,848 87,027,848 87,027,848 

純資産額 (百万円) 39,575 43,232 43,025 43,213 43,806 

総資産額 (百万円) 86,885 93,550 93,711 92,151 96,946 

１株当たり配当額 (円) 2.50 3.50 3.50 6.00 7.00 

自己資本比率 (％) 45.5 46.2 45.9 46.9 45.2 

従業員数 (名) 1,087 1,083 1,079 1,072 1,047 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変更 

はありません。なお、当中間連結会計期間において、日本ベンダーネット株式会社、中央警備保障株式会社（日本ベ

ンダーネット株式会社100％出資子会社）、新電元エンタープライズ株式会社、上海新電元通信設備有限公司の４社

を新たに連結範囲に加えております。したがって当社の企業集団は、当社、連結子会社19社、非連結子会社４社、 

関連会社２社の構成に変更となっております。 

事業の系統図は次のとおりです。 

           サービス会社  



３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに連結子会社となった関係会社は以下のとおりであります。 

 （注）１．「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２. 「議決権の所有（被所有）割合」欄の（内書）は間接所有であります。 

３．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1)連結会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員であります。 

(2)提出会社の状況 

（注）従業員数は、就業人員であります。 

(3)労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

名称 住所 
資本金又は出資
金（百万円） 

主要な事業の内容

議決権の所有（被所
有）割合 

関係内容 
所有割合
（％） 

被所有割
合（％） 

日本ベンダーネット㈱ 東京都千代田区 40 その他事業 
72.5 

（22.5）
－ － 

その他３社 － － － － － － 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（名） 

デバイス 3,523 

機器 2,076 

その他 186 

全社（共通） 573 

合計 6,358 

  平成19年９月30日現在

従業員数（名） 1,079 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油をはじめとする原材料価格の高騰やサブプライム問題などの

影響による米国経済の減速懸念など不透明要因はあるものの、堅調な設備投資を背景に企業収益は引き続き改善

しており、景気は緩やかな拡大基調で推移いたしました。 

 当社グループを取り巻く状況は、デジタルＡＶ機器市場やゲーム機市場、自動車市場などを中心に電子部品需

要が引き続き好調に推移いたしました。また、二輪車市場におきましては、一部の地域で需要軟化も見られまし

たが、アジア地域を中心に成長が持続いたしました。一方、通信インフラ市場は、概ね厳しい状況で推移いたし

ました。 

このようななかで、当中間連結会計期間の売上高は、495億16百万円（前期比0.6％減）となりました。営業利

益は製品補償費用を売上原価に計上した影響などにより、８億83百万円（前期比60.4％減）となりました。さら

に、為替差損や投資有価証券評価損などの計上により、経常損益は14百万円の損失、中間純損益においては、３

億71百万円の損失となりました。 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、当中間連結会計期間より、デバイス事業の機

能デバイス製品より電源モジュール製品を分離し、機器事業のパワーシステム製品に統合いたしました。前年同

期比較につきましては、前中間連結会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

①  デバイス事業におきましては、売上高は221億46百万円（売上総額の44.7％、前期比2.6％増）となりまし

た。半導体製品は、薄型ＴＶを中心としたデジタルＡＶ機器市場において、主力のブリッジダイオードや

高速整流ダイオードが伸長、ゲーム機市場向けにはブリッジダイオードのほか、スイッチングデバイスが

急拡大いたしました。さらに、電子化の進展が続いている自動車市場向けには小型面実装ダイオードやツ

ェナーダイオードが成長を持続し、増収となりました。一方、機能デバイス製品は、デジタルＡＶ機器市

場や照明市場向けに高耐圧ＩＣが拡大したものの、ＰＤＰ市況軟化の影響もあり電源用ＩＣが奮わず、減

収となりました。 

②  機器事業におきましては、売上高は244億47百万円（売上総額の49.4％、前期比2.2％増）となりました。

パワーシステム製品は、薄型パネル製造装置・半導体製造装置・ストレージ装置向けに電源需要が拡大し

ました。しかしながら、情報通信市場において移動体基地局投資や光・ＩＰ化投資が低調に推移し、減収

となりました。一方、電装製品は、インドネシアやベトナムなどアジア市場で二輪車用電装品が拡大、さ

らに北米市場で汎用製品も好調に推移したことにより、増収となりました。 

③  その他事業におきましては、売上高は29億21百万円（売上総額の5.9％、前期比32.5％減）となりました。

所在地別セグメントの業績は次のとおりであります。  

日本における売上高は、デジタルＡＶ機器市場や自動車市場向けに半導体製品が拡大したものの、情報インフ

ラ市場の落ち込みが響き、328億29百万円（前期比5.8%減）となりました。アジアにおける売上高は、二輪車用電

装製品が好調に推移したことで、139億27百万円（前期比17.7%増）となりました。北米における売上高は、アジ

アへの生産シフトが加速したことにより、17億15百万円（前期比23.3%減）となりました。欧州における売上高

は、主に薄型ＴＶ向けに半導体製品が拡大し、10億43百万円（前期比15.6%増）となりました。  



(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動によるキャッシュ・

フローで10億95百万円減少、投資活動によるキャッシュ・フローで26億23百万円減少、財務活動によるキャッシ

ュ・フローで５億65百万円増加した結果、前連結会計年度末に比べ資金は28億10百万円減少いたしました。前中

間連結会計期間末との比較では資金は10億37百万円増加となり、当中間連結会計期間末には77億20百万円（前期

比15.5％増）となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、10億95百万円のマイナス（前期は31億94百万円のプラス）となりまし

た。これは、主に減価償却費が28億33百万円、売上債権の減少額が11億円および棚卸資産の減少額が８億56百万

円となったものの、仕入債務の減少額が28億62百万円、法人税等の支払額が25億46百万円となったことなどによ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは、26億23百万円のマイナス（前期比43.0％減）となりました。これは、

半導体、ＩＣ、電装製品の生産能力拡大を中心とした設備投資および維持更新投資を実施したことにより、有形

固定資産の取得による支出が26億57百万円となったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、５億65百万円のプラス（前期は６億84百万円のマイナス）となりまし

た。これは、社債の償還20億円および長期借入金の約定弁済19億円があったものの、新たに長期借入金15億円、

社債29億64百万円の資金調達を実施したことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

当中間連結会計期間から、事業の種類別セグメントを変更しております。また、前年同期比較にあたっては、前中

間連結会計期間分を変更後の区分に組替えて行っております。 

(1)生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は、販売価格によっております。 

２．セグメント間の取引については含めておりません。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2)受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3)販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．セグメント間の取引については含めておりません。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

デバイス 20,724 △2.7 

機器 24,809 2.0 

その他 2,922 △32.6 

合計 48,456 △3.0 

事業の種類別セグメントの名称 
受注高 

（百万円） 
前年同期比（％) 

受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％）

デバイス 21,874 1.8 3,121 △17.6 

機器 24,575 2.0 4,076 △14.5 

その他 2,926 △32.4 40 △8.8 

合計 49,376 △1.1 7,238 △15.8 

事業の種類別セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

デバイス 22,146 2.6 

機器 24,447 2.2 

その他 2,921 △32.5 

合計 49,516 △0.6 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

 

 なお、当社は、当社の財産の有効な活用、適切な企業集団の形成など基本方針の実現に資する取り組みとして、平

成19年度から平成21年度を期間とする『第11次中期経営計画』および諸施策の推進を掲げており、一方で、基本方針

に照らして不適切な者によって当社の財務および事業の方針の決定が支配されることを防止する取り組みとして、平

成19年５月30日の取締役会にて「当社株式の大量買付行為への対応方針（買収防衛策）」の導入を決議し、平成19年

６月28日開催の第83回定時株主総会に議案として提出し、ご承認をいただいております。 

 また、これらの取り組みについて、当社取締役会としては、(i) 当該買収防衛策が、株主が適切な判断を行うため

に、株主に対し大量買付を行おうとする者と当社取締役会双方から必要かつ十分な情報が提供されることを目的とし

ており、 終的に株主の自由な意思を尊重する当社の基本方針に沿うものであること、(ii) 当該買収防衛策が、当

社株主総会で承認されまたその後の変更または廃止についても株主総会の決議に従うこととされており、当社の株主

意思を尊重し株主共同の利益を損なうものでないこと、(iii) 当該買収防衛策が、いわゆるデッドハンド型やスロー

ハンド型の買収防衛策ではなく、発動にあたっても予め定められた合理的かつ客観的な発動要件が充足されなければ

発動されないように設定されており、当社取締役会による恣意的な発動を防止するための仕組みを確保しているとと

もに、大量買付を行おうとする者の行為が当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なうか否かの検討およ

び判断が必要な場合は、当社から独立した第三者（ファイナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサ

ルタントその他の専門家）の助言を得ることにより、当社取締役会による判断の公平さ・客観性をより強く担保する

仕組みとしていることから、当社役員の地位の維持を目的とするものではないと判断しております。 

  

  

  

  



４【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

５【研究開発活動】 

当社グループの研究開発体制は、主に基礎研究および応用技術開発を担当する技術開発本部と、主に製品開発を

担当する各事業部門およびグループ会社の設計、開発部門で構成されています。当社グループの主要事業領域であ

りますパワーエレクトロニクス分野におきましては、製品の高機能化、小型・高効率化、低ノイズ化などが研究開

発の主要テーマであります。当社グループにおきましては、これら研究課題を追求し、市場の要求に応えた新製品

をタイムリーに開発してまいりますとともに、「エネルギーの変換効率を極限まで追求することにより人類と地球

社会に貢献する」の使命のもと、研究開発に取り組んでおります。  

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は21億58百万円（対売上高比4.4％）であり、各セ

グメントの主な成果および研究開発費は以下のとおりであります。 

デバイス事業 

当セグメントの研究開発活動として、半導体製品では、高信頼性の要求が高まる電源市場のニーズを踏まえ、

1000Ｖの高耐圧ブリッジダイオードを開発、販売を開始しました。また、40Ｖ、60Ｖ耐圧のショットキーバリアダ

イオードにおいては、特性の改善を行った上で30Ａ、40Ａ、60Ａを三端子のＭＴＯ－３ＰＴパッケージに搭載し、

商品化を進めました。さらに、自動車市場向けに過電圧や静電気保護用として拡大を続けるツェナーダイオードに

おいては、超小型面実装パッケージ“Ｇ１Ｆ”に搭載するなど製品ラインの拡充を図っております。ＩＣ製品で

は、省エネニーズの高まるデジタルＡＶ機器市場や白物家電市場向けに、高耐圧プロセス技術と電源回路技術の融

合により省電力型電源用ＩＣの開発に注力、製品のラインアップの充実を図っております。また、小型薄型化・高

効率化・多出力化のニーズが増す薄型ＴＶ向けには、高効率電源の回路開発を進め、合わせて高耐圧ＩＣの開発に

注力いたしました。ＤＣ-ＤＣコンバータＩＣでは、１チップ製品と多チャンネル製品の開発を強化しております。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は９億41百万円であります。 

機器事業 

当セグメントの研究開発活動として、通信用電源では、１Ｕ及び２Ｕサイズの薄型・高効率直流電源のシリーズ

開発を行い、移動体基地局向けに小型電源箱を多数開発いたしました。また、ニッケル水素蓄電池やリチウム電池

の蓄電状態を監視・制御する機能を高め、応用化を進めました。環境・新エネルギー分野には、高効率電源技術の

開発に積極的に取り組んでおります。電源モジュール製品では、自社で開発したＩＣを搭載することで部品点数の

大幅削減や高効率化を実現、面実装では業界初となる１／８ブリック電源を開発しました。成膜装置用電源では、

液晶ＴＶやＰＤＰ製造装置の生産ラインの大型化に伴いＤＣ電源のＡＣ400Ｖ入力シリーズを開発、大容量化に応

え、さらに半導体製造装置用電源では、ＲＦ高周波電源の２周波を同時に使用するシステムコンセプトで応用範囲

を広げました。 

 電装製品では、欧州向けに大型車用高機能デジタル式ウインカー・リレー装置を製品化いたしました。また、日

本国内および中国向けにはＦＩ車用バッテリ充電装置を２機種、北米向けには一般家庭用ガスコージェネレーショ

ンのシステム制御装置の派生品及びポータブル発電機用交流出力装置を開発しました。さらに、ＦＩセルダイを日

本国内向けに商品化いたしました。 

 当中間連結会計期間における研究開発費は７億62百万円であります。 

その他事業 

当セグメントの研究開発活動としてアクチュエータ製品では、薄型ソレノイドの分野において、医療機器向け

に、ストローク開始時点で吸引力が弱く、終点で吸引力が上がるという直動型ソレノイドの特長を活かした薄型ピ

ンチバルブの開発に成功いたしました。 

全社共通 

当中間連結会計期間における全社共通の研究開発費は４億54百万円であります。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却などについて、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却などの計画はありません。 

(2)重要な設備計画の完了 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、当中間連結会計期間に完了したものは、次のとおりであり

ます。 

（注）上記の金額には消費税等を含んでおりません。 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 
投資額 
(百万円)

完了年月 
完成後の増加能
力 

提出会社 

 飯能工場、本社、支店 

 他 

 (埼玉県飯能市他) 

デバイス 

機器 

その他  

生産設備、研

究開発設備等 
773 

平成19年

9月  

研究開発、合理

化、更新が中心

の為、殆ど無し 

㈱秋田新電元 
 大浦工場他 

 (秋田県由利本荘市)  
デバイス  

半導体等 

生産設備等 
348 

平成19年

9月   

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し  

㈱東根新電元  
 工場 

 (山形県東根市)  
デバイス  

半導体等 

生産設備等  
121 

平成19年

9月   

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し  

㈱岡部新電元  
 工場 

 (埼玉県深谷市)  
機器  

電装品、電源

等生産設備等  
13 

平成19年

9月   

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し  

新電元スリーイー

㈱  

 芦苅場工場他 

 (埼玉県飯能市他)  
機器  

電源 

生産設備等  
78 

平成19年

9月   

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し  

新電元メカトロニ

クス㈱ 

 工場 

 (埼玉県飯能市）  
その他  

アクチュエー

タ生産設備等  
15 

平成19年

9月   

 合理化、更新が 

 中心の為、殆ど 

 無し 

シンデンゲン（タ

イランド）カンパ

ニー・リミテッド  

 工場 

 (タイ王国パトムタニ 

 県)  

デバイス 

機器  

半導体、電装

品等生産設備

等  

46 
平成19年

6月   

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し 

ランプーン・シン

デンゲン・カンパ

ニー・リミテッド  

 工場 

 (タイ王国ランプーン 

 県） 

デバイス 

機器  

半導体、電源

等生産設備等  
186 

平成19年

6月  

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し 

シンデンゲン・フ

ィリピン・コーポ

レーション  

 工場 

 (フィリピン共和国ラグ 

 ナ州) 

デバイス  
半導体生産設

備等  
191 

平成19年

6月  

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し 

広州新電元電器有

限公司  

 工場 

 (中華人民共和国広州経 

 済技術開発区） 

機器  
電装品生産設

備等  
16 

平成19年

6月  

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し 

ピーティー・シン

デンゲン・インド

ネシア  

 工場 

 (インドネシア共和国西 

 ジャワ州） 

機器  
電装品生産設

備等  
15 

平成19年

6月  

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し 

新電元デバイス販

売㈱他計８社  

 本社他 

 (東京都千代田区他) 

デバイス 

機器 

その他  

器具備品等 38 

平成19年

6月及び

平成19年

9月  

合理化、更新が

中心の為、殆ど

無し  



(3)重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

(4)重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権付社債の権利行使に

より発行された株式数は含まれておりません。 

(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法第341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。 

2010年３月31日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成17年２月７日発行） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 260,000,000 

計 260,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行
数（株） 

(平成19年９月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年12月21日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 87,027,848 87,027,848 
東京証券取引所 

（市場第一部） 
－ 

計 87,027,848 87,027,848 － － 

  
中間会計期間末現在 

（平成19年９月30日） 
提出日の前月末現在 

（平成19年11月30日） 

新株予約権付社債の残高（百万円） 688  688 

新株予約権の数（個） 688  688 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） －     － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,711,442 1,711,442 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 402 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年２月21日から 

平成22年３月17日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の転換価額及び

資本組入額（円） 

転換価額                   402 

資本組入額         201 
同左 

新株予約権の行使の条件 
各新株予約権の一部行使はできな

い。 
同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

本新株予約権付社債に付された新

株予約権は、旧商法341条ノ２第４

項の定めにより本社債と分離して

譲渡することはできない。 

同左 

代用払込みに関する事項 

旧商法第341条ノ３第１項第７号及

び第８号により、本新株予約権を

行使したときは、かかる行使をし

た者から、当該本新株予約権が付

せられた本社債の全額の償還に代

えて当該本新株予約権の行使に際

して払込をなすべき額の全額の払

込がなされたものとする旨の請求

があったものとみなす。 

同左 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － － 



（注）転換価額は、当社が時価を下回る価額で当社普通株式又は自己株式の処分を行う場合は、次の算式により払込

金額を調整いたします。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 × 

既発行株式数 ＋ 
新株発行・処分株式数×１株当たり発行・処分価額 

時価 

既発行株式数＋新株発行・処分株式数 



(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

（注）１．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）、日本マスタートラスト信託銀行株式会社

（信託口）および日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口４）の所有株式数は、信託業

務に係るものであります。 

２．資産管理サービス信託銀行株式会社(みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口)の持株数3,389千株は、

株式会社みずほ銀行からみずほ信託銀行株式会社へ委託された信託財産を同行へ再信託されたもので

す。信託約款上、議決権の行使および処分権については株式会社みずほ銀行が指図権を留保しており

ます。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高 
（百万円） 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 87,027 － 14,773 － 13,981 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

中央不動産株式会社 東京都千代田区丸の内１-６-２ 9,800 11.26 

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿１-26-１ 3,803 4.36 

資産管理サービス信託銀行

株式会社（みずほ信託退職

給付信託みずほ銀行口） 

東京都中央区晴海１-８-12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

3,389 3.89 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口) 
東京都中央区晴海１-８-11 3,344 3.84 

日本マスタートラスト信託

銀行株式会社(信託口) 
東京都港区浜松町２-11-３ 3,163 3.63 

朝日生命保険相互会社 

東京都中央区晴海１-８-12 

晴海アイランドトリトンスクエアオフィス

タワーＺ棟 

2,635 3.02 

日本トラスティ・サービス

信託銀行株式会社(信託口

４) 

東京都中央区晴海１-８-11 2,536 2.91 

安藤建設株式会社 東京都港区芝浦３-12-８ 2,318 2.66 

ステートストリートバンク

アンドトラストカンパニー

505019 

（常任代理人 株式会社み

ずほコーポレート銀行兜町

証券決済業務室） 

東京都中央区日本橋兜町６-７ 2,130 2.44 

本田技研工業株式会社 東京都港区南青山２-１-１ 2,000 2.29 

計 － 35,120 40.35 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株（議決権６個）含まれ

ております。 

②【自己株式等】 

（注）上記のほか株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に保有していない株式が1,000株（議決権１個）

あります。なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式に含めており

ます。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

（注） 高・ 低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 
（自己保有株式） 

普通株式    228,000 
－ － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 86,176,000 86,176 － 

単元未満株式 普通株式    623,848 － － 

発行済株式総数 87,027,848 － － 

総株主の議決権 － 86,176 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

新電元工業株式

会社 

東京都千代田区 

大手町２-２-１ 
228,000 － 228,000 0.26 

計 － 228,000 － 228,000 0.26 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

高（円） 561 561 598 605 568 518 

低（円） 522 496 530 524 445 461 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規

則に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間連結財務諸

表規則に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

２．監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日

まで）の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）の中間財務諸表に

ついてはみすず監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間

連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成19年４

月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表については新日本監査法人により中間監査を受けております。  

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前中間連結会計期間及び前中間会計期間  みすず監査法人 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間  新日本監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円） 
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金     6,698 7,765   10,546 

受取手形及び売掛金 ※６   24,761 24,399   24,774 

たな卸資産     21,578 22,862   23,196 

繰延税金資産     973 976   1,685 

その他 ※５   4,384 1,555   2,475 

貸倒引当金     △60 △280   △237 

流動資産合計     58,335 54.7 57,278 53.8   62,439 55.8 

Ⅱ 固定資産         

有形固定資産         

建物及び構築物 ※1,2 11,042 11,007 11,082   

機械装置及び運搬具 ※1,2 9,044 10,306 10,851   

土地 ※２ 4,890 4,970 4,916   

その他 ※1,2 4,688 29,665 27.8 3,459 29,743 27.9 3,069 29,920 26.7

無形固定資産         

ソフトウェア   482 554 483   

その他   122 604 0.6 122 676 0.6 122 606 0.5

投資その他の資産         

投資有価証券   13,982 13,064 14,333   

繰延税金資産   2,808 4,276 3,255   

その他   1,413 1,518 1,452   

貸倒引当金   △171 18,032 16.9 △75 18,783 17.7 △57 18,983 17.0

固定資産合計     48,302 45.3 49,204 46.2   49,509 44.2 

Ⅲ 繰延資産         

社債発行費     37 11   22 

繰延資産合計     37 0.0 11 0.0   22 0.0 

資産合計     106,674 100.0 106,494 100.0   111,972 100.0 

          

 



    
前中間連結会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円） 
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

金  額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

支払手形及び買掛金     18,437 17,237   18,953 

短期借入金 ※2,4   9,097 6,312   5,921 

一年内償還社債     2,000 －   2,000 

未払法人税等     865 539   2,447 

賞与引当金     981 1,056   1,061 

その他     3,833 3,052   6,103 

流動負債合計     35,214 33.0 28,198 26.5   36,486 32.6

Ⅱ 固定負債         

社債     7,000 10,000   7,000 

新株予約権付社債     688 688   688 

長期借入金 ※２   10,399 12,494   12,601 

退職給付引当金     7,701 8,402   8,100 

役員退職慰労引当金     354 526   532 

製品補償損失引当金     723 959   531 

繰延税金負債     6 1   7 

その他     12 12   12 

固定負債合計     26,886 25.2 33,084 31.0   29,474 26.3

負債合計     62,101 58.2 61,283 57.5   65,961 58.9

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

資本金     14,773 13.9 14,773 13.9   14,773 13.2

資本剰余金     13,982 13.1 13,982 13.1   13,982 12.5

利益剰余金     13,191 12.4 13,817 13.0   14,362 12.9

自己株式     △71 △0.1 △90 △0.1   △83 △0.1

株主資本合計     41,876 39.3 42,483 39.9   43,035 38.5

Ⅱ 評価・換算差額等         

その他有価証券評価差額
金 

    2,717 2.5 1,633 1.5   2,542 2.3

為替換算調整勘定     △253 △0.2 732 0.7   170 0.1

評価・換算差額等合計     2,464 2.3 2,366 2.2   2,712 2.4

Ⅲ 少数株主持分     232 0.2 361 0.4   261 0.2

純資産合計     44,573 41.8 45,211 42.5   46,010 41.1

負債純資産合計     106,674 100.0 106,494 100.0   111,972 100.0 

          



②【中間連結損益計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金  額（百万円） 
百分比
（％）

金  額（百万円） 
百分比
（％）

金  額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     49,830 100.0 49,516 100.0   102,054 100.0 

Ⅱ 売上原価     41,680 83.6 42,523 85.9   83,847 82.2

売上総利益     8,150 16.4 6,993 14.1   18,206 17.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   5,922 11.9 6,109 12.3   12,155 11.9

営業利益     2,228 4.5 883 1.8   6,051 5.9

Ⅳ 営業外収益         

受取利息   99 118 234   

受取配当金   106 135 226   

為替差益   405 － 885   

動産不動産賃貸料   35 － －   

持分法投資利益   － 121 －   

その他   285 932 1.8 184 559 1.1 848 2,195 2.2

Ⅴ 営業外費用         

支払利息   254 244 492   

為替差損   － 261 －   

たな卸資産除却損   143 － 948   

退職給付会計適用による会
計基準変更時差異処理額 

  323 308 632   

投資有価証券評価損   － 233 －   

その他   377 1,098 2.2 409 1,457 2.9 1,058 3,132 3.1

経常利益又は経常損失(△)     2,062 4.1 △14 △0.0   5,114 5.0

Ⅵ 特別利益         

投資有価証券売却益   692 692 1.4 554 554 1.1 1,344 1,344 1.3

Ⅶ 特別損失         

製品補償損失   856 － 1,147   

事業譲渡損失   143 － 127   

たな卸資産除却損   － － 98   

貸倒引当金繰入額   － － 101   

固定資産除却損   － － 481   

関係会社出資金評価損   － 999 2.0 － － － 50 2,007 1.9

税金等調整前中間（当期）
純利益 

    1,755 3.5 540 1.1   4,451 4.4

法人税、住民税及び事業税   1,074 611 3,289   

法人税等調整額   △521 553 1.1 317 928 1.9 △1,544 1,744 1.7

少数株主利益又は少数株主
損失(△) 

    31 0.0 △17 △0.1   60 0.1

中間（当期）純利益又は 
中間純損失(△) 

    1,171 2.4 △371 △0.7   2,646 2.6

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数 
株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 

剰余金 
利益 
剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価 
証券 
評価 

差額金 

為替 
換算 
調整 
勘定 

評価・ 
換算 

差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,982 12,325 △63 41,018 2,972 △317 2,655 205 43,879 

中間連結会計期間中の変動
額 

       

剰余金の配当（注）     △303 △303     △303 

中間純利益     1,171 1,171     1,171 

連結子会社増加に伴う 
減少高 

    △0 △0     △0 

自己株式の取得     △8 △8     △8 

自己株式の処分   0 0 0     0 

株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額） 

    △255 63 △191 27 △164 

中間連結会計期間中の変動
額合計（百万円） 

  0 866 △8 858 △255 63 △191 27 694 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

14,773 13,982 13,191 △71 41,876 2,717 △253 2,464 232 44,573 

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数 
株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 
剰余金 

利益 
剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価 
証券 
評価 

差額金 

為替 
換算 
調整 
勘定 

評価・ 
換算 

差額等 
合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,982 14,362 △83 43,035 2,542 170 2,712 261 46,010

中間連結会計期間中の変動
額 

       

剰余金の配当     △303 △303     △303

中間純損失     △371 △371     △371

連結子会社増加に伴う 
増加高 

    130 130     130

自己株式の取得     △7 △7     △7

自己株式の処分   0 0 0     0

株主資本以外の項目の中
間連結会計期間中の変動
額（純額） 

    △909 562 △346 99 △247

中間連結会計期間中の変動
額合計（百万円） 

  0 △544 △7 △552 △909 562 △346 99 △799

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

14,773 13,982 13,817 △90 42,483 1,633 732 2,366 361 45,211



前連結会計年度の要約連結株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 評価・換算差額等 

少数 
株主 
持分 

純資産 
合計 

資本金 
資本 

剰余金 
利益 
剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

その他 
有価 
証券 
評価 

差額金 

為替 
換算 
調整 
勘定 

評価・ 
換算 

差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,982 12,325 △63 41,018 2,972 △317 2,655 205 43,879

連結会計年度中の変動額        

剰余金の配当（注）     △303 △303     △303

剰余金の配当     △303 △303     △303

当期純利益     2,646 2,646     2,646

連結子会社増加に伴う 
減少高 

    △0 △0     △0

自己株式の取得     △20 △20     △20

自己株式の処分   0 0 0     0

株主資本以外の項目の連
結会計年度中の変動額
（純額） 

    △430 487 57 56 113

連結会計年度中の変動額合
計（百万円） 

  0 2,037 △20 2,017 △430 487 57 56 2,131

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,982 14,362 △83 43,035 2,542 170 2,712 261 46,010



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間連結会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日）

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ 
・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金  額（百万円） 金  額（百万円） 金  額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間（当期）純利益   1,755 540 4,451

減価償却費   2,381 2,833 5,313

受取利息及び受取配当金   △206 △254 △461

支払利息   254 244 492

たな卸資産除却損   143 52 1,047

売上債権の増減額（増加：△）   △1,186 1,100 △734

たな卸資産の増減額（増加：△）   △148 856 △2,154

仕入債務の増減額（減少：△）   1,108 △2,862 673

事業譲渡損失   143 － 127

債務保証損失引当金の増減額（減少：△）   △212 － △212

製品補償損失引当金の増減額（減少：△）   723 427 531

その他   △1,131 △1,493 1,507

小計   3,627 1,445 10,582

利息及び配当金の受取額   207 247 492

利息の支払額   △255 △241 △495

法人税等の支払額   △384 △2,546 △1,014

営業活動によるキャッシュ・フロー   3,194 △1,095 9,564

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出   △2,996 △2,000 △4,696

投資有価証券の売却による収入   2,187 1,959 4,924

有形固定資産の取得による支出   △3,932 △2,657 △6,910

有形固定資産の売却による収入   983 108 1,079

無形固定資産の取得による支出   △86 △55 △176

その他の投資等の増減額   △761 20 212

投資活動によるキャッシュ・フロー   △4,605 △2,623 △5,567

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の増減額   1,426 317 △2,310

長期借入れによる収入   － 1,500 4,000

長期借入金の返済による支出   △1,795 △1,900 △3,529

社債発行による収入   － 2,964 －

社債の償還による支出   － △2,000 －

配当金の支払額   △303 △303 △607

少数株主への配当金の支払額   △4 △5 △4

その他   △8 △7 △19

財務活動によるキャッシュ・フロー   △684 565 △2,471

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   44 271 270

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額(減少:△）   △2,051 △2,882 1,796

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   9,209 10,530 9,209

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額   74 72 74

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額   △549 － △549

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 6,682 7,720 10,530

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数    15社 

主要な連結子会社の名称 

㈱秋田新電元 

㈱東根新電元 

シンデンゲン（タイランド）カンパ

ニー・リミテッド 

ランプーン・シンデンゲン・カンパ

ニー・リミテッド 

なお、当中間連結会計期間におい

て連結子会社でありました山梨電子

工業㈱及びヤマナシ・エレクトロニ

クス（タイランド）カンパニー・リ

ミテッドは、画像機材事業の譲渡に

伴い当中間連結会計期間末において

連結の範囲から除いております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数    19社 

主要な連結子会社の名称 

㈱秋田新電元 

㈱東根新電元 

㈱岡部新電元 

シンデンゲン（タイランド）カンパ

ニー・リミテッド 

ランプーン・シンデンゲン・カンパ

ニー・リミテッド 

なお、新電元エンタープライズ㈱

及び上海新電元通信設備有限公司は

前連結会計年度までは、非連結子会

社でありましたが、連結財務諸表に

及ぼす影響が重要となったため、当

中間連結会計期間より連結の範囲に

含めております。 

 また、日本ベンダーネット㈱は前

連結会計年度までは持分法適用の非

連結子会社でありましたが、連結財

務諸表に及ぼす影響が重要となった

ため、当中間連結会計期間より連結

の範囲に含めております。 

 当中間連結会計期間に取得した中

央警備保障㈱を当中間連結会計期間

より連結の範囲に含めております。 

１．連結の範囲に関する事項 

(1)連結子会社の数    15社 

主要な連結子会社の名称 

㈱秋田新電元  

㈱東根新電元  

㈱岡部新電元 

シンデンゲン（タイランド）カンパ

ニー・リミテッド  

ランプーン・シンデンゲン・カンパ

ニー・リミテッド  

なお、連結子会社でありました山

梨電子工業㈱及びヤマナシ・エレク

トロニクス（タイランド）カンパニ

ー・リミテッドは、画像機材事業の

譲渡に伴い当中間連結会計期間末に

おいて連結の範囲から除いておりま

す。 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

新電元エンタープライズ㈱ 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

(2)主要な非連結子会社の名称等 

主要な非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

新電元エンタープライズ㈱ 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社６社は、いずれも小

規模会社で、その総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除いておりま

す。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社４社は、いずれも小

規模会社で、その総資産、売上高、

中間純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼさない

ため、連結の範囲から除いておりま

す。 

連結の範囲から除いた理由 

非連結子会社７社は、いずれも小

規模会社で、その総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金（持分に

見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼさないた

め、連結の範囲から除いておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用する非連結子会社及び関

連会社の名称 

非連結子会社   １社 

日本ベンダーネット㈱ 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用する関連会社の名称 

関連会社     １社 

ナピーノ・オート・アンド・エレク

トロニクス・リミテッド 

２．持分法の適用に関する事項 

(1)持分法を適用する非連結子会社及び関

連会社の名称 

非連結子会社    １社 

日本ベンダーネット㈱ 

関連会社     １社 

ナピーノ・オート・アンド・エレク

トロニクス・リミテッド 

なお、当中間連結会計期間におい

て持分法適用の非連結子会社であり

ました日本ベンダーネット㈱は連結

財務諸表に及ぼす影響が重要となり

連結子会社となったため、持分法適

用の非連結子会社から除いておりま

す。  

  

関連会社      １社 

ナピーノ・オート・アンド・エレク

トロニクス・リミテッド 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

新電元エンタープライズ㈱ 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称 

非連結子会社 

㈱新電元ロジステック 

新電元エンタープライズ㈱ 

関連会社 

モリ電子工業㈱ 

上海新電元通信設備有限公司 

関連会社 

モリ電子工業㈱ 

関連会社 

モリ電子工業㈱ 

なお、当連結会計年度において持

分法非適用の関連会社でありました

上海新電元通信設備有限公司は、議

決権の過半数を取得し子会社となっ

たため、持分法非適用の関連会社か

ら除いております。  

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ中

間純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

持分法を適用しない理由 

同左 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

連結子会社の中間決算日が中間連結決

算日と異なる会社は次のとおりでありま

す。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異

なる会社は次のとおりであります。 

会社名 中間決算日 

ランプーン・シンデンゲン・

カンパニー・リミテッド 
６月30日 

広州新電元電器有限公司 ６月30日 

シンデンゲン（タイランド）

カンパニー・リミテッド 
６月30日 

シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド 
６月30日 

シンデンゲン・フィリピン・

コーポレーション 
６月30日 

シンデンゲン・アメリカ・イ

ンコーポレイテッド 
６月30日 

新電元（香港）有限公司 ６月30日 

シンデンゲン・シンガポー

ル・ピーティーイー・リミテ

ッド 

６月30日 

ピーティー・シンデンゲン・

インドネシア 
６月30日 

会社名 中間決算日 

ランプーン・シンデンゲン・

カンパニー・リミテッド 
６月30日 

広州新電元電器有限公司 ６月30日 

シンデンゲン（タイランド）

カンパニー・リミテッド 
６月30日 

シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド 
６月30日 

シンデンゲン・フィリピン・

コーポレーション 
６月30日 

シンデンゲン・アメリカ・イ

ンコーポレイテッド 
６月30日 

新電元（香港）有限公司 ６月30日 

シンデンゲン・シンガポー

ル・ピーティーイー・リミテ

ッド 

６月30日 

ピーティー・シンデンゲン・

インドネシア 
６月30日 

上海新電元通信設備有限公司 ６月30日 

会社名 決算日 

ランプーン・シンデンゲン・

カンパニー・リミテッド 
12月31日  

広州新電元電器有限公司 12月31日  

シンデンゲン（タイランド）

カンパニー・リミテッド 
12月31日  

シンデンゲン・ユーケー・リ

ミテッド 
12月31日  

シンデンゲン・フィリピン・

コーポレーション 
12月31日  

シンデンゲン・アメリカ・イ

ンコーポレイテッド 
12月31日  

新電元（香港）有限公司  12月31日  

シンデンゲン・シンガポー

ル・ピーティーイー・リミテ

ッド 

12月31日 

ピーティー・シンデンゲン・

インドネシア  
12月31日  

中間連結決算日との差異は、３ヶ月以

内であるため、当該連結子会社の中間会

計期間に係わる財務諸表を基礎として連

結を行っております。なお、中間連結決

算日との間に生じた重要な取引について

は、連結上必要な調整を行っておりま

す。 

 同左 連結決算日との差異は、３ヶ月以内で

あるため、当該連結子会社の事業年度に

係わる財務諸表を基礎として連結を行っ

ております。なお、連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連結上必

要な調整を行っております。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……中間連結会計期間末日の市場

価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平

均法により算定） 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 

(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

……連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法

により算定） 

時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

②デリバティブ 

時価法 

②デリバティブ 

同左 

②デリバティブ 

同左 

③たな卸資産 

連結財務諸表提出会社及び国内連結

子会社 

主として総平均法に基づく原価

法で評価しておりますが、連結子

会社で一部 終仕入に基づく原価

法を採用しております。 

③たな卸資産 

同左 

  

③たな卸資産 

同左 

  

在外連結子会社 

主として移動平均法に基づく低

価法を採用しております。 

  

  

  

  

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。なお、

一部在外子会社は定額法を採用して

おります。 

耐用年数は主に法人税法等に規定

する耐用年数を採用しております

が、一部の資産について経済的機能

的な実情を勘案した合理的な耐用年

数(素子製造設備について３割程度短

縮するなど)を採用しております。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。なお、

一部在外子会社は定額法を採用して

おります。 

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。  

建物   ３～50年 

機械装置 ４～10年  

（会計方針の変更） 

当中間連結会計期間より、平成19

年４月１日以降に取得した有形固定

資産については、改正後の法人税法

で規定された償却方法により減価償

却費を計上しております。この変更

による営業利益、経常損失及び税金

等調整前中間純利益への影響は軽微

であります。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得原価の５％に到達した連結会計

年度の翌連結会計年度より、取得価

額の５％相当額と備忘価額（１円）

の差額を５年間にわたり均等償却

し、減価償却費に含めて計上してお

ります。この変更による営業利益、

経常損失及び税金等調整前中間純利

益に与える影響額は130百万円であり

ます。 

 なお、セグメント情報に与える影

響は、当該箇所に記載しておりま

す。 

従来、一部の資産について経済的

機能的な実情を勘案した合理的な耐

用年数（素子製造設備について３割

程度短縮するなど）を採用しており

ましたが、当中間連結会計期間にお

いて過去の使用実績等に基づいて平

均使用期間を算定したところ、従来

採用していた耐用年数と実績に基づ

く使用可能予測期間との乖離が明ら

かになったため、使用実績に基づい

た耐用年数へ見直しを行った結果、

法人税法に規定する耐用年数に変更

しております。この変更による営業

利益、経常損失及び税金等調整前中

間純利益への影響は軽微でありま

す。 

(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

定率法によっております。なお、

一部在外子会社は定額法を採用して

おります。  

耐用年数は主に法人税法等に規定

する耐用年数を採用しております

が、一部の資産について経済的機能

的な実情を勘案した合理的な耐用年

数(素子製造設備について３割程度短

縮するなど)を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

②無形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見積額を計上してお

ります。 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

(3)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

同左 

②賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当中間

連結会計期間に帰属する額を計上し

ております。 

②賞与引当金 

同左 

②賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当連結

会計年度に帰属する額を計上してお

ります。 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末において

発生していると認められる額を計上

しております。なお、会計基準変更

時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として13年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として13年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとし

ております。 

③退職給付引当金 

同左 

③退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき

計上しております。なお、会計基準

変更時差異については、15年による

按分額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（主として13年）による定額

法により費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（主

として13年）による定額法により按

分した額を、それぞれ発生の翌連結

会計年度から費用処理することとし

ております。 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき中間期末要支給額

を計上しております。 

④役員退職慰労引当金 

同左 

④役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき必要額を計上して

おります。 

⑤製品補償損失引当金 

販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

⑤製品補償損失引当金 

販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

⑤製品補償損失引当金 

販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

（追加情報） 

販売済の製品に対する補償費用の

発生が見込まれることとなったた

め、当該費用の個別見込額を新たに

製品補償損失引当金として計上して

おります。 

  （追加情報） 

販売済の製品に対する補償費用の

発生が見込まれることとなったた

め、当該費用の個別見込額を新たに

製品補償損失引当金として計上して

おります。 

 



前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

(4)中間連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の中間財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、中間連結会

計期間末日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益として処理

しております。なお、在外子会社等の

資産及び負債、収益及び費用は、在外

子会社等の中間会計期間末日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額

は純資産の部における為替換算調整勘

定に含めております。 

(4)中間連結財務諸表の作成の基礎となっ

た連結会社の中間財務諸表の作成に当

たって採用した重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への換算の基準 

同左 

(4)連結財務諸表の作成の基礎となった連

結会社の財務諸表の作成に当たって採

用した重要な外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日

の直物為替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理しておりま

す。なお、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は、在外子会社等の

決算日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部における

為替換算調整勘定に含めております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。在外連結子会社の

一部は、通常の売買取引に準じた会計

処理によっております。 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(5)重要なリース取引の処理方法 

同左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワ

ップについては、特例処理を採用し

ております。 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

(6)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

同左 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金の利息 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

③ヘッジ方針 

有利子負債の将来の市場金利の変

動による損失を軽減する目的で金利

スワップ取引を利用しており、投機

目的の取引は行わない方針でありま

す。 

③ヘッジ方針 

同左 

③ヘッジ方針 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理を採用し

ているため、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

の方法については、税抜方式によっ

ております。 

(7)その他中間連結財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

(7)その他連結財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 消費税等の会計処理 

同左 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

中間連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金は、手許現金、要求払預金及

び取得日から３ケ月以内に満期日の到来

する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない短期的な投資からなっ

ております。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

同左 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における

資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金は、手許現金、要求払預金及び取

得日から３ケ月以内に満期日の到来する

流動性の高い、容易に換金可能であり、

かつ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資からなってお

ります。 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

表示方法の変更 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基準」(企

業会計基準第５号 平成17年12月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は44,340百万円であります。 

なお、当中間連結会計期間における中間

連結貸借対照表の純資産の部については、

中間連結財務諸表規則の改正に伴い、改正

後の中間連結財務諸表規則により作成して

おります。 

 ――――――――― 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は45,748百万円であります。  

なお、当連結会計年度における連結貸借

対照表の純資産の部については、連結財務

諸表規則の改正に伴い、改正後の連結財務

諸表規則により作成しております。 

 ――――――――― 

  

  

  

（作業屑売却益の表示区分の変更について） 

製造過程において発生する作業屑の売却

収入については、従来、主に営業外収益に

て計上しておりましたが、当中間連結会計

期間より売上原価から控除する方法に変更

しました。この変更は、近年の原材料価格

の高騰により金額的重要性が増してきたこ

とや今後も継続的に発生が見込まれること

から、損益区分をより適切にするため行っ

たものであります。 

 この変更により、売上原価及び営業外収

益は196百万円減少し、売上総利益及び営

業利益は同額増加しておりますが、経常損

失及び税金等調整前中間純利益に与える影

響はありません。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、

当該箇所に記載しております。 

 ――――――――― 

  

  

  

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（中間連結損益計算書関係） 

１．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「持分法投資利

益」（当中間連結会計期間53百万円）は、金銭的重要性が乏しくな

ったため、当中間連結会計期間より営業外収益の「その他」に含め

て表示しております。 

（中間連結損益計算書関係） 

１．前中間連結会計期間において営業外収益の「その他」に含めて表

示しておりました「持分法投資利益」（前中間連結会計期間53百万

円）は、営業外収益の総額の100分の10を超えたため、当中間連結

会計期間より区分掲記しております。 

２．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「動産不動産賃

貸料」（当中間連結会計期間53百万円）は、金銭的重要性が乏しく

なったため、当中間連結会計期間より営業外収益の「その他」に含

めて表示しております。 

３．前中間連結会計期間まで区分掲記しておりました「たな卸資産除

却損」（当中間連結会計期間52百万円）は、金銭的重要性が乏しく

なったため、当中間連結会計期間より営業外費用の「その他」に含

めて表示しております。  



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は

65,619百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

72,107百万円であります。 

※１．有形固定資産の減価償却累計額は 

68,340百万円であります。 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

（担保資産） 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

（担保資産） 

※２．担保に供している資産並びに担保付債

務は次のとおりであります。 

（担保資産） 

有形固定資産 4,047百万円 

  (4,047   )

合計 4,047    

  (4,047   )

有形固定資産 3,399百万円 

  (3,399    )

合計 3,399 

  (3,399    )

有形固定資産 3,617百万円 

  (3,617     )

合計 3,617 

  (3,617   )

（担保付債務） （担保付債務） （担保付債務） 

短期借入金 765百万円 

  (765   )

長期借入金 2,502    

  (2,502   )

合計 3,267    

  (3,267   )

短期借入金 760百万円 

  (760    )

長期借入金  1,742 

  (1,742    )

合計  2,502 

  (2,502   )

短期借入金 762百万円 

  (762      )

長期借入金 2,122 

  (2,122    )

合計 2,884 

  (2,884    )

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

並びに当該債務を示しております。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

並びに当該債務を示しております。 

上記のうち（ ）内書は工場財団抵当

並びに当該債務を示しております。 

３．中間連結財務諸表提出会社は、次の相

手先の借入に対し支払保証を行ってお

ります。 

３．中間連結財務諸表提出会社は、次の相

手先の借入に対し支払保証を行ってお

ります。 

３．連結財務諸表提出会社は、次の相手先

の借入に対し支払保証を行っておりま

す。 

その他   

山梨電子工業㈱ 1,091百万円 

従業員住宅資金借

入口 
301百万円 

計 1,393    

その他   

従業員住宅資金借

入口 
289百万円 

計 289 

その他   

従業員住宅資金借

入口 
283百万円 

計 283 

※４．当社グループは、運転資金の安定的調

達により手元資金を圧縮し、効率的な

資金運用を行うため、㈱みずほ銀行を

主幹事とした取引銀行３行との間に融

資極度枠（コミットメントライン）契

約を締結しております。当中間連結会

計期間末におけるコミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次の通りと

なっております。 

※４．当社グループは、運転資金の安定的調

達により手元資金を圧縮し、効率的な

資金運用を行うため、㈱みずほ銀行を

主幹事とした取引銀行３行との間に融

資極度枠（コミットメントライン）契

約を締結しております。当中間連結会

計期間末におけるコミットメント契約

に係る借入未実行残高等は次の通りと

なっております。 

※４．当社グループは、運転資金の安定的調

達により手元資金を圧縮し、効率的な

資金運用を行うため、㈱みずほ銀行を

主幹事とした取引銀行３行との間に融

資極度枠（コミットメントライン）契

約を締結しております。当連結会計年

度末におけるコミットメント契約に係

る借入未実行残高等は次の通りとなっ

ております。 

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高 3,000    

差引額 2,000    

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高  － 

差引額 5,000 

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高  － 

差引額 5,000 

※５．資産流動化を目的とした受取手形の売

却に伴う支払保留額492百万円を含んで

おります。 

※５．資産流動化を目的とした受取手形の売

却に伴う支払保留額337百万円を含ん

でおります。 

※５．資産流動化を目的とした受取手形の売

却に伴う支払保留額535百万円を含ん

でおります。 

※６．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形         212百万円 

※６．中間連結会計期間末日満期手形 

中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理については、手形交換日をもって決

済処理をしております。なお、当中間連

結会計期間の末日は金融機関の休日であ

ったため、次の中間連結会計期間末日満

期手形が中間連結会計期間末残高に含ま

れております。 

受取手形         316百万円 

※６．連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理

については、手形交換日をもって決済処

理をしております。なお、当連結会計年

度の末日は金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連

結会計年度末残高に含まれております。 

 受取手形         212百万円 



（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及びその金額は次のとおりであり

ます。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及びその金額は次のとおりであり

ます。 

※１．販売費及び一般管理費のうち、主要な

費目及びその金額は次のとおりであり

ます。 

運搬費 1,386百万円

給料 1,273   

賞与引当金繰入額 156   

退職給付費用 136   

役員退職慰労引当金

繰入額 
61   

研究開発費 603   

運搬費 1,196百万円

給料 1,398 

賞与引当金繰入額  174 

退職給付費用 151 

役員退職慰労引当金

繰入額 
 34 

研究開発費 656 

運搬費 2,724百万円

給料 2,583 

賞与引当金繰入額 176 

退職給付費用 270 

役員退職慰労引当金

繰入額 
 240 

研究開発費  1,260 



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

  
前連結会計年度末株式
数（千株） 

当中間連結会計期間増
加株式数（千株） 

当中間連結会計期間減
少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 87,027 － － 87,027 

合計 87,027 － － 87,027 

自己株式         

普通株式（注） 179 14 1 193 

合計 179 14 1 193 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 303 3.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成18年11月10日 

取締役会 
普通株式 303 利益剰余金 3.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日

  
前連結会計年度末株式
数（千株） 

当中間連結会計期間増
加株式数（千株） 

当中間連結会計期間減
少株式数（千株） 

当中間連結会計期間末
株式数（千株） 

発行済株式         

普通株式 87,027 － － 87,027 

合計 87,027 － － 87,027 

自己株式         

普通株式（注） 214 14 0 228 

合計 214 14 0 228 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 303 3.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日 



（２）基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間連結会計期間末後となるもの 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）自己株式の株式数の増加35千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少 1千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

２．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年11月９日 

取締役会 
普通株式 303 利益剰余金 3.5 平成19年９月30日 平成19年12月７日

  
前連結会計年度末株式
数（千株） 

当連結会計年度増加株
式数（千株） 

当連結会計年度減少株
式数（千株） 

当連結会計年度末株式
数（千株） 

発行済株式         

普通株式 87,027 － － 87,027 

合計 87,027 － － 87,027 

自己株式         

普通株式（注） 179 35 1 214 

合計 179 35 1 214 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 303 3.5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

平成18年11月10日  

取締役会 
普通株式 303 3.5 平成18年９月30日 平成18年12月８日 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

配当の原資 
１株当たり配当額

（円） 
基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 303 利益剰余金 3.5 平成19年３月31日 平成19年６月29日

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金

額との関係 

現金及び預金勘定 6,698百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△  15 

現金及び現金同等物 6,682   

現金及び預金勘定 7,765百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
  △  45 

現金及び現金同等物 7,720 

現金及び預金勘定 10,546百万円

預入期間が３ヶ月を

超える定期預金 
△  15 

現金及び現金同等物 10,530 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

3,772 1,784 326 5,882 

減価償却
累計額相
当額 

3,362 864 134 4,361 

中間期末
残高相当
額 

409 919 192 1,521 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

520 1,659 365 2,545 

減価償却
累計額相
当額 

417 817 181 1,416 

中間期末
残高相当
額 

102 841 184 1,128 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト 
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

517 1,689 340 2,547 

減価償却
累計額相
当額 

365 747 150 1,263 

期末残高
相当額 

152 942 190 1,284 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 798百万円

１年超 773 

合計 1,571 

１年内 564百万円

１年超 596 

合計 1,160 

１年内 601百万円

１年超 717 

合計 1,318 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 792百万円

減価償却費相当額 759 

支払利息相当額 34 

支払リース料 353百万円

減価償却費相当額 328 

支払利息相当額 24 

支払リース料 1,390百万円

減価償却費相当額 1,285 

支払利息相当額 65 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定 

   方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法により算定して

おります。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定 

   方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定 

   方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価

額相当額との差額を利息相当額と

し、各期への配分方法につきまして

は、利息法により算定しておりま

す。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

２．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 1百万円

１年超 2 

合計 4 

１年内 1百万円

１年超 0 

合計 2 

１年内 1百万円

１年超 1 

合計 2 

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

前中間連結会計期間末（平成18年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

当中間連結会計期間末（平成19年９月30日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 7,998 12,588 4,590 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 7,998 12,588 4,590 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券   

非上場株式 551 

非上場外国債券 － 

非上場内国債券 － 

種類 
取得原価 
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 8,942 11,705 2,762 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 8,942 11,705 2,762 

種類 中間連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券   

非上場株式 560 

非上場外国債券 － 

非上場内国債券 － 



前連結会計年度末（平成19年３月31日現在） 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

２．その他有価証券で時価のあるもの 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

次へ 

種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

差額 
（百万円） 

(1)株式 8,581 12,876 4,295 

(2)債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 8,581 12,876 4,295 

種類 連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1)その他有価証券   

非上場株式 550 

非上場外国債券 － 

非上場内国債券 － 



（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

（注）特例処理の要件を満たす金利スワップについては特例処理を採用しておりますので、注記の対象から除いており

ます。 

対象物
の種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
（平成18年９月30日現在） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日現在） 

前連結会計年度末 
（平成19年３月31日現在） 

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円）

時価 
（百万円）

評価損益 
（百万円）

契約額等 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

評価損益 
（百万円）

通貨 為替予約取引                   

  売建                   

    米ドル 204 205 △1 121 114 6 715 703 11 

  
  インドネシア 

  ルピア 
－ － － 274 270 3 － － － 

  オプション取引                   

  売建                   

  コール                   

    米ドル － － － － － － 355 3 2 

  買建                   

  プット                   

    米ドル － － － － － － 355 6 1 

合計 204 205 △ 1 396 385 10 1,425 713 14 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

（注）１.事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称 

事業区分の方法については、製品の種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性により下記の事業区分に区分して

おります。 

２.営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  
デバイス 
（百万円） 

機 器 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 23,277 22,221 4,331 49,830 - 49,830 

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
722 3 - 725 (725) - 

計 24,000 22,224 4,331 50,556 (725) 49,830 

営業費用 23,452 19,380 4,279 47,113 489 47,602 

営業利益 547 2,844 51 3,443 (1,214) 2,228 

  
デバイス 

（百万円） 
機 器 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 22,146 24,447 2,921 49,516 - 49,516 

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
164 537 - 702 （702） - 

計 22,311 24,985 2,921 50,218 （702） 49,516 

営業費用 22,811 22,376 2,859 48,048 584 48,633 

営業利益又は営業損失（△） △500 2,608 62 2,169 （1,286） 883 

  
デバイス 

（百万円） 
機 器 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 46,500 48,617 6,937 102,054 - 102,054 

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
1,502 6 - 1,508 （1,508） - 

計 48,002 48,623 6,937 103,562 （1,508） 102,054 

営業費用 46,555 41,737 6,690 94,982 1,020 96,003 

営業利益 1,446 6,886 246 8,580 （2,529） 6,051 

事業区分 主要製品名 

デバイス 
一般整流ダイオード、ブリッジダイオード、高速整流ダイオード、ＭＯＳＦＥＴ、サイリスタ、ハイブリッドＩＣ、 

パワーＩＣ 

機器 
通信機器用電源装置、電力集中監視システム、情報機器用電源、成膜装置用電源、インバータ、車載用電装品、 

ＤＣ／ＤＣコンバータ 

その他 ソレノイド 

  
前中間連結会計期間 

（百万円） 
当中間連結会計期間 

（百万円） 
前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

1,239 1,317 2,580 
親会社本社の管理部門等にかかる費用及び基

礎技術の確立に要する研究費であります。 



 ３.会計処理の方法の変更 

 （当中間連結会計期間） 

 作業屑売却益の表示区分の変更について 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

作業屑の売却に係る処理を変更しております。この変更により、従来の方法と比べて「デバイス」の営業費用

が186百万円、「機器」の営業費用が9百万円減少し、営業利益又は営業損失が同額増加又は減少しておりま

す。 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産の減価償却方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、取得原価の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更により、従

来の方法と比べて「デバイス」の営業費用が101百万円、「機器」の営業費用が29百万円増加し、営業利益又

は営業損失が同額減少又は増加しております。 

 ４.事業区分の方法の変更 

従来、「デバイス」に含まれておりました電源モジュール製品を当中間連結会計期間より「機器」へ区分変更

しております。この変更は、事業戦略の見直しとそれに応じた組織変更に対応させるためのものであります。 

前中間連結会計期間及び前連結会計年度のセグメント情報を、当中間連結会計期間で用いた事業区分により表

示すると以下のとおりであります。  

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  
デバイス 
（百万円） 

機 器 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 21,603 23,896 4,331 49,830 - 49,830 

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
706 18 - 725 (725) - 

計 22,310 23,915 4,331 50,556 (725) 49,830 

営業費用 21,496 21,336 4,279 47,113 489 47,602 

営業利益 813 2,578 51 3,443 (1,214) 2,228 

  
デバイス 

（百万円） 
機 器 

（百万円） 
その他 

（百万円） 
計 

（百万円） 
消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高 43,787 51,329 6,937 102,054 - 102,054 

(2)セグメント間の内部売上高又は

振替高 
1,464 44 - 1,508 （1,508） - 

計 45,252 51,373 6,937 103,562 （1,508） 102,054 

営業費用 43,294 44,998 6,690 94,982 1,020 96,003 

営業利益 1,958 6,375 246 8,580 （2,529） 6,051 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

(2)本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

①アジア …… タイ、シンガポール、フィリピン、中華人民共和国、インドネシア 

②北米  …… 米国 

③欧州  …… 英国 

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用 

  
日 本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
北 米 

（百万円）
欧 州 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 34,862 11,830 2,235 902 49,830 - 49,830 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 13,236 10,146 0 - 23,382 (23,382) - 

計 48,098 21,976 2,235 902 73,213 (23,382) 49,830 

営業費用 45,799 20,944 2,202 823 69,769 (22,167) 47,602 

営業利益 2,299 1,031 32 79 3,443 (1,214) 2,228 

  
日 本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
北 米 

（百万円）
欧 州 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 32,829 13,927 1,715 1,043 49,516 - 49,516 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 14,627 11,757 - - 26,385 （26,385） - 

計 47,457 25,685 1,715 1,043 75,901 （26,385） 49,516 

営業費用 46,185 24,796 1,741 1,009 73,731 （25,098） 48,633 

営業利益又は営業損失（△） 1,271 889 △25 34 2,169 （1,286） 883 

  
日 本 

（百万円） 
アジア 

（百万円）
北 米 

（百万円）
欧 州 

（百万円）
計 

（百万円）
消去又は全社 
（百万円） 

連 結 
（百万円）

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高 68,613 26,974 4,525 1,941 102,054 - 102,054 

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 27,173 22,082 0 - 49,256 （49,256） - 

計 95,786 49,056 4,525 1,941 151,310 （49,256） 102,054 

営業費用 89,631 46,884 4,409 1,804 142,730 （46,727） 96,003 

営業利益 6,155 2,172 115 136 8,580 （2,529） 6,051 

  前中間連結会計期間 
（百万円） 

当中間連結会計期間 
（百万円） 

前連結会計年度 
（百万円） 

主な内容 

消去又は全社の項目に

含めた配賦不能営業費

用の金額 

1,239 1,317 2,580 
親会社本社の管理部門等にかかる費用及び 

基礎技術の確立に要する研究費であります。



 ３.会計処理の方法の変更 

 （当中間連結会計期間） 

 作業屑売却益の表示区分の変更について 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間より

作業屑の売却に係る処理を変更しております。この変更により、従来の方法と比べて「日本」の営業費用が15

百万円、「アジア」の営業費用が180百万円減少し、営業利益が同額増加しております。 

 平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産の減価償却方法の変更 

「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当中間連結会計期間よ

り、平成19年３月31日以前に取得した有形固定資産については、取得原価の５％に到達した連結会計年度の翌

連結会計年度より、５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。この変更により、従

来の方法と比べて「日本」の営業費用が130百万円増加し、営業利益が同額減少しております。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

前連結会計年度（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

（注）１．海外売上高は、連結財務諸表提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

２．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域 

(1)国又は地域の区分の方法 

地理的近接度により区分しております。 

(2)本邦以外の各区分に属する主な国又は地域 

①アジア …… タイ、シンガポール、フィリピン、中華人民共和国、インドネシア 

②北米  …… 米国 

③欧州  …… 英国 

④その他 …… ブラジル 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 15,974 2,460 1,563 39 20,038 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         49,830 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
32.1 4.9 3.1 0.1 40.2 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 17,903 2,043 1,956 30 21,934 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         49,516 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
36.2 4.1 3.9 0.1 44.3 

  アジア 北米 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 35,303 5,020 3,205 57 43,586 

Ⅱ 連結売上高（百万円）         102,054 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合

（％） 
34.6 4.9 3.1 0.1 42.7 



（１株当たり情報） 

(注)１株当たり中間（当期）純利益金額又は１株当たり中間純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純

利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(2）【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 510.64円

１株当たり中間純利益金額 13.49 

潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額 
13.23 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、１株当たり中間純損失であるた

め記載しておりません。 

１株当たり純資産額 516.70円

１株当たり中間純損失金額 4.27 

１株当たり純資産額 526.98円

１株当たり当期純利益金額 30.47 

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額 
29.90 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間（当期）純利益金額又は

１株当たり中間純損失金額 
      

中間（当期）純利益又は中間純損失

（△）（百万円） 
1,171 △371 2,646 

普通株主に帰属しない金額 

（百万円） 
- - - 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

又は中間純損失（百万円） 
1,171 △371 2,646 

期中平均株式数（千株） 86,842 86,805 86,831 

        

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）

純利益金額 

      

中間（当期）純利益調整額 

（百万円） 
0 - 1 

（うち支払利息（税額相当額控除

後））（百万円） 
(-) (-) （-） 

（うち事務手数料（税額相当額控除

後））（百万円） 
(0) (-) （1） 

普通株式増加数（千株） 1,711 (-) 1,711 

（うち転換社債）（千株） (-) (-) （-） 

（うち新株予約権付社債）（千株） (1,711) (-) （1,711） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり中間（当期）純利益金額

の算定に含めなかった潜在株式の概要 

――――――― 

2010年３月31日満期円貨建転換

社債型新株予約権付社債（未償

還残高688百万円）。 

なお、概要は「新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。 

――――――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

現金及び預金   2,446 2,974 3,741   

受取手形   55 243 73   

売掛金   30,436 30,136 30,078   

たな卸資産   9,549 9,211 10,234   

未収入金 ※４ 6,829 5,735 6,386   

短期貸付金   3,811 5,062 3,740   

繰延税金資産   603 633 1,176   

その他 ※５ 693 704 1,476   

貸倒引当金   △14 △236 △195   

流動資産合計     54,410 58.2 54,465 58.1   56,712 58.5

Ⅱ 固定資産         

有形固定資産         

建物 ※１ 3,194 3,165 3,202   

その他 ※１ 7,073 6,911 6,726   

有形固定資産合計     10,268 11.0 10,077 10.8   9,928 10.2

無形固定資産         

ソフトウェア   394 385 410   

その他   21 24 24   

無形固定資産合計     416 0.4 409 0.4   435 0.5

投資その他の資産         

投資有価証券   13,133 12,248 13,419   

関係会社株式   5,602 5,602 5,602   

長期貸付金   7,105 6,900 7,757   

繰延税金資産   1,589 2,893 1,957   

その他   1,140 1,130 1,146   

貸倒引当金   △154 △28 △36   

投資その他の資産合計     28,418 30.4 28,747 30.7   29,847 30.8

固定資産合計     39,102 41.8 39,234 41.9   40,211 41.5 

Ⅲ 繰延資産         

社債発行費   37 11 22   

繰延資産合計     37 0.0 11 0.0   22 0.0

資産合計     93,550 100.0 93,711 100.0   96,946 100.0 

          

 



    
前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成19年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

支払手形   1,233 875 982   

買掛金   11,652 11,061 12,494   

短期借入金 ※３ 7,449 4,423 4,201   

一年内償還社債   2,000 － 2,000   

賞与引当金   489 521 536   

その他   6,830 5,963 9,158   

流動負債合計     29,655 31.7 22,844 24.4   29,373 30.3

Ⅱ 固定負債         

社債   7,000 10,000 7,000   

新株予約権付社債   688 688 688   

長期借入金   6,097 9,485 8,891   

退職給付引当金   5,814 6,244 6,140   

役員退職慰労引当金   339 465 514   

製品補償損失引当金   723 959 531   

固定負債合計     20,662 22.1 27,841 29.7   23,765 24.5

負債合計     50,318 53.8 50,686 54.1   53,139 54.8

          

（純資産の部）         

Ⅰ 株主資本         

資本金     14,773 15.8 14,773 15.8   14,773 15.2

資本剰余金         

資本準備金   13,981 13,981 13,981   

その他資本剰余金   0 0 0   

資本剰余金合計     13,982 15.0 13,982 14.9   13,982 14.4

利益剰余金         

利益準備金   1,246 1,246 1,246   

その他利益剰余金         

別途積立金   9,278 10,278 9,278   

繰越利益剰余金   1,299 1,195 2,061   

利益剰余金合計     11,824 12.6 12,720 13.6   12,586 13.0

自己株式     △71 △0.1 △90 △0.1   △83 △0.0

株主資本合計     40,509 43.3 41,386 44.2   41,259 42.6

Ⅱ 評価・換算差額等         

その他有価証券評価差額金     2,722 2.9 1,638 1.7   2,547 2.6

評価・換算差額等合計     2,722 2.9 1,638 1.7   2,547 2.6

純資産合計     43,232 46.2 43,025 45.9   43,806 45.2

負債純資産合計     93,550 100.0 93,711 100.0   96,946 100.0 

          



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

区分 
注記
番号

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     44,915 100.0 45,906 100.0   91,582 100.0 

Ⅱ 売上原価     40,204 89.5 41,831 91.1   81,304 88.8

売上総利益     4,711 10.5 4,074 8.9   10,278 11.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     3,955 8.8 3,862 8.4   8,116 8.8

営業利益     755 1.7 212 0.5   2,162 2.4

Ⅳ 営業外収益 ※２   1,538 3.4 1,687 3.7   3,915 4.3

Ⅴ 営業外費用 ※３   1,008 2.2 1,595 3.5   2,810 3.1

経常利益     1,285 2.9 304 0.7   3,266 3.6

Ⅵ 特別利益 ※４   692 1.5 554 1.2   1,344 1.5

Ⅶ 特別損失 ※５   1,242 2.8 － －   2,259 2.5

税引前中間（当期）純利益     735 1.6 859 1.9   2,351 2.6

法人税、住民税及び事業税   439 190 1,811   

法人税等調整額   △289 149 0.3 230 420 0.9 △1,110 700 0.8

中間（当期）純利益     585 1.3 438 1.0   1,651 1.8

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 
剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,981 0 13,982 1,246 8,678 1,618 11,542 △63 40,235 

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当（注）     △303 △303   △303 

別途積立金の積立（注）     600 △600    

中間純利益     585 585   585 

自己株式の取得       △8 △8 

自己株式の処分     0 0   0 0 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

       

中間会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

    0 0 600 △318 281 △8 273 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

14,773 13,981 0 13,982 1,246 9,278 1,299 11,824 △71 40,509 

  

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価証券
評価 
差額金 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

2,977 2,977 43,213 

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当（注）     △303 

別途積立金の積立（注）    

中間純利益     585 

自己株式の取得     △8 

自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△255 △255 △255 

中間会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

△255 △255 18 

平成18年９月30日残高 
（百万円） 

2,722 2,722 43,232 



当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日） 

  

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他
資本 
剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越 
利益 
剰余金 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,981 0 13,982 1,246 9,278 2,061 12,586 △83 41,259

中間会計期間中の変動額        

剰余金の配当     △303 △303   △303

別途積立金の積立     1,000 △1,000    

中間純利益     438 438   438

自己株式の取得       △7 △7

自己株式の処分     0 0   0 0

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

       

中間会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

    0 0 1,000 △865 134 △7 126

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

14,773 13,981 0 13,982 1,246 10,278 1,195 12,720 △90 41,386

  

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価証券
評価 

差額金 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

2,547 2,547 43,806

中間会計期間中の変動額    

剰余金の配当     △303

別途積立金の積立    

中間純利益     438

自己株式の取得     △7

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の中
間会計期間中の変動額
（純額） 

△908 △908 △908

中間会計期間中の変動額 
合計（百万円） 

△908 △908 △781

平成19年９月30日残高 
（百万円） 

1,638 1,638 43,025



前事業年度の要約株主資本等変動計算書（自平成18年４月１日 至平成19年３月31日） 

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己 
株式 

株主 
資本 
合計 

資本 
準備金 

その他
資本 

剰余金 

資本 
剰余金 
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益 

剰余金 
合計 

別途 
積立金 

繰越 
利益 

剰余金 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,981 0 13,982 1,246 8,678 1,618 11,542 △63 40,235

事業年度中の変動額        

剰余金の配当（注）     △303 △303   △303

剰余金の配当     △303 △303   △303

別途積立金の積立（注）     600 △600    

当期純利益     1,651 1,651   1,651

自己株式の取得       △20 △20

自己株式の処分     0 0   0 0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

       

事業年度中の変動額合計
（百万円） 

    0 0 600 443 1,043 △20 1,023

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

14,773 13,981 0 13,982 1,246 9,278 2,061 12,586 △83 41,259

  

評価・換算差額等 

純資産 
合計 

その他 
有価証券
評価 

差額金 

評価・ 
換算 
差額等 
合計 

平成18年３月31日残高 
（百万円） 

2,977 2,977 43,213

事業年度中の変動額    

剰余金の配当（注）     △303

剰余金の配当     △303

別途積立金の積立（注）    

当期純利益     1,651

自己株式の取得     △20

自己株式の処分     0

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額） 

△430 △430 △430

事業年度中の変動額合計
（百万円） 

△430 △430 593

平成19年３月31日残高 
（百万円） 

2,547 2,547 43,806



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1)有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

事業年度末日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2)デリバティブ 

時価法 

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

(3)たな卸資産 

半製品、材料 

総平均法による原価法 

製品、仕掛品 

素子部門は総平均法による原価法 

各種機器部門は個別法による原価

法 

(3)たな卸資産 

同左 

  

  

  

(3)たな卸資産 

同左 

  

  

  

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

耐用年数は法人税法に規定する耐

用年数を採用しておりますが、機械

及び装置のうち素子製造設備につい

ては、法人税法に定められた耐用年

数７年を５年に短縮して償却を実施

しております。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

耐用年数は法人税法に規定する耐

用年数を採用しております。 

（会計方針の変更） 

当中間会計期間より、平成19年４

月１日以降に取得した有形固定資産

については、改正後の法人税法で規

定された償却方法により減価償却費

を計上しております。この変更によ

る営業利益、経常利益及び税引前中

間純利益への影響は軽微でありま

す。 

（追加情報） 

法人税法の改正に伴い、平成19年

３月31日以前に取得した有形固定資

産については、改正前の法人税法に

基づく減価償却の方法の適用により

取得原価の５％に到達した事業年度

の翌事業年度より、取得価額の５％

相当額と備忘価額（１円）の差額を

５年間にわたり均等償却し、減価償

却費に含めて計上しております。こ

の変更による営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益に与える影響額

は52百万円であります。 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1)有形固定資産 

定率法によっております。 

耐用年数は法人税法に規定する耐

用年数を採用しておりますが、機械及

び装置のうち素子製造設備について

は、法人税法に定められた耐用年数７

年を５年に短縮して償却を実施してお

ります。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  従来、機械及び装置のうち一部の

資産について、法人税法に定められ

た耐用年数を短縮して償却を実施し

ておりましたが、当中間会計期間に

おいて過去の使用実績等を勘案して

平均使用期間を算定したところ、従

来採用していた耐用年数と実績に基

づく使用可能予測期間との乖離が明

らかになったため、使用実績に基づ

いた耐用年数へ見直しを行った結

果、法人税法に規定する耐用年数に

変更しております。この変更による

営業利益、経常利益及び税引前中間

純利益への影響は軽微であります。 

 

(2)無形固定資産 

定額法によっております。なお、

自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

(2)無形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検

討し、回収不能見積額を計上してお

ります。 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

３．引当金の計上基準 

(1)貸倒引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当中間

会計期間に帰属する額を計上してお

ります。 

(2)賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

賞与引当金は、従業員への賞与の

支払いに備えるため、従業員に対す

る賞与の支給見込額のうち、当事業

年度に帰属する額を計上しておりま

す。 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しておりま

す。なお、会計基準変更時差異につ

いては、15年による按分額を費用処

理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（13年）による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

(3)退職給付引当金 

同左 

(3)退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。なお、会計基準変更

時差異については、15年による按分

額を費用処理しております。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（13年）による定額法により

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各事業年度

の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（13年）

による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から費用

処理することとしております。 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき中間期末要支給額

を計上しております。 

(4)役員退職慰労引当金 

同左 

(4)役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備え

て、内規に基づき必要額を計上して

おります。 

(5)製品補償損失引当金 

販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

(5)製品補償損失引当金 

販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

(5)製品補償損失引当金 

販売した製品に係る補償費用の発

生に備えるため、当該費用の発生額

を個別に見積って計上しておりま

す。 

（追加情報） 

販売済の製品に対する補償費用の

発生が見込まれることとなったた

め、当該費用の個別見込額を新たに

製品補償損失引当金として計上して

おります。 

  （追加情報） 

販売済の製品に対する補償費用の

発生が見込まれることとなったた

め、当該費用の個別見込額を新たに

製品補償損失引当金として計上して

おります。 

４．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

４．リース取引の処理方法 

同左 

４．リース取引の処理方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を満たす金利スワッ

プについては、特例処理を採用してお

ります。 

５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

５．ヘッジ会計の方法 

(1)ヘッジ会計の方法 

同左 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ取引 

ヘッジ対象…借入金の利息 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

(3)ヘッジ方針 

有利子負債の将来の市場金利の変動

による損失を軽減する目的で金利スワ

ップ取引を利用しており、投機目的の

取引は行わない方針であります。 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(3)ヘッジ方針 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理を採用して

いるため、ヘッジの有効性の判定は省

略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

６．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理の

方法については、税抜方式によってお

ります。 

６．その他中間財務諸表作成のための基本と

なる重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

同左 

６．その他財務諸表作成のための基本となる

重要な事項 

(1)消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第５号 平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）を適用

しております。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は43,232百万円であります。 

なお、当中間会計期間における中間貸借

対照表の純資産の部については、中間財務

諸表等規則の改正に伴い、改正後の中間財

務諸表等規則により作成しております。 

――――――――― 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

当事業年度より、「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」（企業会計

基準第５号 平成17年12月９日）及び「貸

借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用して

おります。 

これまでの資本の部の合計に相当する金

額は43,806百万円であります。 

なお、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、財務諸表等規則の

改正に伴い、改正後の財務諸表等規則によ

り作成しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

前中間会計期間末 
（平成18年９月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前事業年度末 
（平成19年３月31日） 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

22,621百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

22,940百万円 

※１．有形固定資産減価償却累計額 

22,702百万円 

２．保証債務 

次の相手先の銀行借入に対し支払保証

を行っております。 

２．保証債務 

次の相手先の銀行借入に対し支払保証

を行っております。 

２．保証債務 

次の相手先の銀行借入に対し支払保証

を行っております。 

㈱秋田新電元 518百万円 

㈱東根新電元 4,644    

山梨電子工業㈱ 1,091    

シンデンゲン(タイ

ランド)カンパニ

ー・リミテッド 

58    

(US$  500,000)

ランプーン・シンデ

ンゲン・カンパニ

ー・リミテッド 

353    

(US$ 3,000,000)

シンデンゲン・フィ

リピン・コーポレー

ション 

294    

(US$ 2,500,000)

広州新電元電器有限

公司 

33    

(US$  280,000)

従業員住宅資金借入

口 
301    

計 7,296    

㈱秋田新電元 337百万円 

㈱東根新電元  3,746 

ランプーン・シンデ

ンゲン・カンパニ

ー・リミテッド 

 207 

(US$ 1,800,000)

シンデンゲン・フィ

リピン・コーポレー

ション 

 173 

(US$ 1,500,000)

広州新電元電器有限

公司 

 16 

(US$  140,000)

従業員住宅資金借入

口 
 289 

計 4,770 

㈱秋田新電元 467百万円 

㈱東根新電元 4,302 

シンデンゲン(タイ

ランド)カンパニ

ー・リミテッド 

 29 

(US$  250,000)

ランプーン・シンデ

ンゲン・カンパニ

ー・リミテッド 

283 

(US$ 2,400,000)

シンデンゲン・フィ

リピン・コーポレー

ション 

 236 

(US$ 2,000,000)

広州新電元電器有限

公司 

 24 

(US$  210,000)

従業員住宅資金借入

口 
 283 

計 5,626 

※３．当社は、運転資金の安定的調達により

手元資金を圧縮し、効率的な資金運用を

行うため、（株）みずほ銀行を主幹事と

した取引銀行３行との間に融資極度枠

（コミットメントライン）契約を締結し

ております。当中間会計期間末における

コミットメント契約に係る借入未実行残

高等は次の通りとなっております。 

※３．当社は、運転資金の安定的調達により

手元資金を圧縮し、効率的な資金運用を

行うため、（株）みずほ銀行を主幹事と

した取引銀行３行との間に融資極度枠

（コミットメントライン）契約を締結し

ております。当中間会計期間末における

コミットメント契約に係る借入未実行残

高等は次の通りとなっております。 

※３．当社は、運転資金の安定的調達により

手元資金を圧縮し、効率的な資金運用を

行うため、（株）みずほ銀行を主幹事と

した取引銀行３行との間に融資極度枠

（コミットメントライン）契約を締結し

ております。当事業年度末におけるコミ

ットメント契約に係る借入未実行残高等

は次の通りとなっております。 

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高 3,000    

差引額 2,000    

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高  － 

差引額  5,000 

融資極度枠 5,000百万円 

借入実行残高  － 

差引額  5,000 

※４．資産流動化を目的とした受取手形の売

却に伴う支払保留額70百万円を含んでお

ります。 

※４．資産流動化を目的とした受取手形の売

却に伴う支払保留額85百万円を含んでお

ります。 

※４．資産流動化を目的とした受取手形の売

却に伴う支払保留額120百万円を含んで

おります。 

※５．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相

殺のうえ、流動資産の「その他」に含め

て表示しております。 

※５．消費税等の取扱い 

同左 

※５．   ――――――― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．減価償却実施額 １．減価償却実施額 １．減価償却実施額 

有形固定資産 515百万円

無形固定資産 66 

有形固定資産 575百万円

無形固定資産  67 

有形固定資産 1,153百万円

無形固定資産  130 

※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの ※２．営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 165百万円

受取配当金 880 

受取利息 181百万円

受取配当金  1,063 

受取利息 324百万円

受取配当金  2,460 

※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの ※３．営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 181百万円 支払利息 208百万円 支払利息 354百万円

※４．特別利益のうち重要なもの ※４．特別利益のうち重要なもの ※４．特別利益のうち重要なもの 

投資有価証券売却益 692百万円 投資有価証券売却益 554百万円 投資有価証券売却益 1,344百万円

※５．特別損失のうち重要なもの ※５．   ――――――― ※５．特別損失のうち重要なもの 

製品補償損失 856百万円

関係会社株式売却損 385 

  製品補償損失 1,147百万円

固定資産除却損  474 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加14千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）自己株式の株式数の増加35千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

自己株式の株式数の減少１千株は、単元未満株式の買増請求による減少であります。 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 179 14 1 193 

合計 179 14 1 193 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当中間会計期間増加
株式数（千株） 

当中間会計期間減少
株式数（千株） 

当中間会計期間末株
式数（千株） 

普通株式（注） 214 14 0 228 

合計 214 14 0 228 

  
前事業年度末株式数 

（千株） 
当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数 
（千株） 

普通株式（注） 179 35 1 214 

合計 179 35 1 214 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引 

(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) 

取得価額
相当額 

3 622 192 818 

減価償却
累計額相
当額 

0 365 68 434 

中間期末
残高相当
額 

3 256 123 384 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

3 479 214 697 

減価償却
累計額相
当額 

0 243 95 338 

中間期末
残高相当
額 

2 236 118 358 

  
機械装
置及び
運搬具 

工具器
具備品 

ソフト
ウェア 

合計 

  (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

取得価額
相当額 

3 431 197 632 

減価償却
累計額相
当額 

0 204 75 281 

期末残高
相当額 

2 226 121 351 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料中間期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 

(2)未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 137百万円

１年超 255 

合計 393 

１年内 136百万円

１年超 231 

合計 367 

１年内 130百万円

１年超 230 

合計 360 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

(3)支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 105百万円

減価償却費相当額 97 

支払利息相当額 7 

支払リース料 78百万円

減価償却費相当額 72 

支払利息相当額 6 

支払リース料 193百万円

減価償却費相当額 179 

支払利息相当額 14 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法により算定しており

ます。 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4)減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各

期への配分方法につきましては、利息

法により算定しております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引未経過リ

ース料 

２．    ――――――― ２．    ――――――― 

１年内 0百万円

１年超 - 

合計 0 

    

（減損損失について） 

リース資産に配分された減損損失はあり

ません。 

（減損損失について） 

同左 

（減損損失について） 

同左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間）（平成18年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（当中間会計期間）（平成19年９月30日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（前事業年度）（平成19年３月31日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（１株当たり情報） 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 



(2）【その他】 

中間配当 

平成19年11月９日開催の取締役会において、当社定款第38条の規定に基づき、平成19年９月30日現在の株主

名簿（実質株主名簿を含む。）に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いた

しました。 

中間配当による配当金の総額         303百万円 

１株当たりの金額              ３円50銭 

支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成19年12月７日 



第６【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第84期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月29日関東財務局長に提出 

(2)有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年10月12日関東財務局長に提出 

事業年度（第84期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であ

ります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１２日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平

成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成 19 年 12 月 11 日 

新電元工業株式会社  

  取締役会 御中      

 
新日本監査法人 

 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  野 川 喜久雄    ㊞  

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  上 倉 要 介    ㊞ 

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている新電元工業株式会社の平成 19 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日までの連結会計年度の中間連結会

計期間（平成 19 年 4 月 1 日から平成 19 年 9 月 30 日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借

対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、新電元工業株式会社及び連結子会社の平成 19 年 9 月 30 日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間（平成 19 年 4 月 1 日から平成 19 年 9 月 30 日まで）の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社） 

  が別途保管しております。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１２月１２日

新 電 元 工 業 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている新電元工業株式会社

の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月

３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、新電元

工業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年

９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 野 川 喜久雄 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 新 井 達 哉 

      



独立監査人の中間監査報告書 

  平成 19 年 12 月 11 日 

新電元工業株式会社  

  取締役会 御中      

 
新日本監査法人 

 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  野 川 喜久雄    ㊞ 

 
指 定 社 員 

業務執行社員 
  公認会計士  上 倉 要 介    ㊞ 

当監査法人は、金融商品取引法第 193 条の 2 第 1 項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている新電元工業株式会社の平成 19 年 4 月 1 日から平成 20 年 3 月 31 日までの第85期事業年度の中間会計

期間（平成 19 年 4 月 1 日から平成 19 年 9 月 30 日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中

間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠 

して、新電元工業株式会社の平成 19 年 9 月 30 日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成 19

年 4 月 1 日から平成 19 年 9 月 30 日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社） 

  が別途保管しております。 
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